


















(9) King can do no wrong法理と思家無答資の法理



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































盾受環請求事件)，大判 1894(明治 27)・1・12裁判粋誌・民事集9巻(上) 1頁(帳
簿披鈎謄写請求事件)。この隠の司法裁判所の管轄権に関する大審院判決の推移につ
いては，新井・前掲注271)1-132頁参照。
273) たとえば大判 1896(明治29)・3・10民録2輯 3巻 47頁(坑業禁止命令撰害要償請
求事件)，大判 1897(明治30)・5・18民録3輯 5巻 68頁(土地収用審査委員会違法裁
決補償請求事件)など。
274) これらの大議続判決については，前掲注 184)および問中・前掲注 79)r民家事件
と行政事件J259頁以下参照。
275) 大判 1899(明治 32)・6・28民録5輯6巻 89fi[ (水路工事取除復旧請求事件)の民
事務合部判決。この判決の位置づけについては，橋本・前掲注268)155頁以下参
照。
276) 大判 1923(大正 12)・6・2民集2巻 361fi[ (水門開閉破滅賠償請求事件)，大半日
1925 (大正 14)・12・11民集4巻 706頁(水利総合樋管閉鎖賠償請求事件)。公共工事
については，大事U1918 (大lE7)・10・25民録24務 2062頁(留萌築港工事綴疲沈没賠
償請求事件)。また，行政処分を先決問題と佼置づけて司法裁判所の管轄を認めたも







278) 田部・前掲注 31)，山東・前掲注 31)，新井・前掲注271)など。論争の状況につ
いては， r雑録」・前掲注 24)86 ffi[，新井・向上のほか，塩野・前掲注24)26頁以下
の解説を参照。
279) ー木喜徳郎「司法裁判所ノ権限j国家学会雑誌 11巻 129号 (1897年)948賞。













281) 織田蔦『日本行政法論J有斐閣， 1895年， 864頁，同 f日本行政法原理J有斐




283) I法令釈義 行政裁判法J行政法協会雑誌、1巻 10号 (1898年)122-123頁。
284) 高木豊三『民事訴訟論綱J諮法会， 1895年(臼本立法資料金集別巻 142，信山
ネ土， 1999年)， 30-31真。このほか針山人「行政裁判ト損害賠償ノ関係ニ就テ(承
















償支任は生じないと判示した大判 1941(昭和 16)・9・26大審銃判決金集8務 32号 11
頁(吏員に対する滞納処分賠償請求事件)など。
291) 梅野・前掲注24)33頁。
292) 大宇U1909 (明治42)・12・17民録 15穏 963fi[ (国有林払下げ賠償請求事件)。
293) このほか，厨の不法行為責任を認めた判例として，大判 1918(大正7)・10・25民録




















300) 大判 1938(昭和 13)・11・29民集 17巻 2243頁(大阪市課税処分不当利得返還請求
事件)， 1940 (昭和 15)・8・3民集 19巻 1284頁(耕地整理組合不当利得返還請求事
件)，および邸中二郎 f行政行為の無効原悶たる殺疲J(初出・ 1939年)田中『行政
行為論J脊斐鴎， 1954年， 141 賞以下参照。
301) 後掲注 322)および323)参照。
302) 大半日 1937(昭和 12)・11・27判決全集4輯 23号 1168頁(滞納処分賠償請求事件)
は事実認定のやり直しを命じて，また大判 1940(昭和 15)・1・16民集 19巻 1号 20頁
(吏員に対する滞納処分賠償請求事件)は織権滋用の場合には吏員に賠償費任が生じ
ることを判示して，それぞれ事件を原審に差し戻した。











協会雑誌24巻 (1906年) 157貰・ 786頁。引用は 794-795頁。
306) 佐々木惣ー「官吏カ車義務違反ノ行為ニ悶リ他人ニ損害テ加ヘタノレトキハ民法不法
行為ノ規定ニ従テ賠僕ノ資ニ任スヘキカ」京都法学会誌1巻4号 (1906年)45頁。
307) 美濃部達吉『臼本行政法第一巻』有斐関， 1909年， 935頁。
308) 美濃部遼吉『日本行政法総論J有斐閣， 1919年， 608-609頁(傍点原文)。
30ヲ) 美濃部遠音『日本行政法上巻』有愛関， 1936年， 349頁。












316) 佐々木惣-r官吏ノ不法行為ニ悶/レ国家ノ寅任テ論ス』有斐閣， 1904年， 74-75 
Ji[，同・前掲波 306)43真。同特期に，竹田省「私権侵害ニ対スノレ国家ノ責任ニ就









英養 f国内法上の関家責任j芦部信喜ほか編『萎本法学5・3語使i岩波書后， 1984 
年， 151頁以下参照。
322) 問中二郎「不法行為に萎〈国家の賠償責任J(初出・ 1933年)田中・前掲注 79)
24-25頁0
323) 渡辺祭太郎『日本行政法・上』弘文堂， 1936年， 159-1601室，三宅正男「国家又
は公共団体の嚢任一一官公吏の権力的行動による私権の違法侵害の場合J(前掲(21)









328) 前掲注 10)，隠出・前掲注2)f(l)J 881'[および向 137頁掲記の注(3)から (7)の文
献を参照。
329) 字賀・前掲注8)。梅野・前掲注 9)も参照。





























た，外国籍公務員管理職選考受験訴訟判決(最大判 2005・1・26判時 1885号 3頁)
は，実定法の根拠如何にかかわらず管理職地方公務員は統治作用(公権力)の扱当
者だとみなしたが，このような公権力観は，戦前の非実定法的な「公権力j綾(主
権=統治権から実体的な公権力概念をど導き出そうとする考え方)の残砕を示すもの
ではなかろうか。
340) 国賠法6条(相互保証の欠如)を根拠として賠償請求を棄却した最近の例とし
て，東京高半日2005・6・23判符 1904号 83J室(劉連仁強制労働訴訟)がある。
〔付記〕 本稿は 2004-2005年度科学研究費補助金(基盤研究C)および2007年度早稲
回大学特定課題研究助成費(一般助成.2007 A-106)による研究成果の一部である。
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